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トランプ政権の政策を巡るＥＵの不安 

欧州連合 

（ＥＵ） 

「ＥＵはドイツのための乗り物（トランプ大統領）」 

「ユーロは暗黙のドイツ・マルク」、「著しく過少評価されている

（ピーター・ナバロ国家通商会議代表）」 

ＥＵ分裂、ユーロ分裂の容認 

北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ） 「時代遅れ（トランプ大統領）」 

集団防衛条項の形骸化 

親ロシア ＥＵの東側の境界の脅威の増大 

環境規制緩和 地球温暖化対策の新しい国際ルール『パリ協定（16年11月発効）』

の形骸化 

通商政策見直し 大西洋横断貿易投資パートナーシップ協定（ＴＴＩＰ）凍結 
 

１. 米国のトランプ政権発足から３週間が経った。ＥＵにも波紋が広がっている。 

２. ＥＵと米国の環大西洋貿易投資協定（ＴＴＩＰ）は凍結の見通しとなり、北大西洋条約機構

（ＮＡＴＯ）の軍事費のＧＤＰ２％目標に届かない国には圧力がかかる。 

３. 批判の矛先は「ドイツのための乗り物」であるＥＵと「暗黙のドイツ・マルク」ユーロにも

向かう。トランプ大統領のＥＵ懐疑は、過剰な規制への嫌悪に加え、人の移動の自由はアイ

デンティティーを脅かす、そしてＥＵとユーロによってドイツが不当な利益を享受している

という認識からなるようだ。ドイツが米国の批判を受け入れることはなさそうだが、だから

といってＥＵとユーロを分裂に追い込んでも、米国が利益を得ることにはならないだろう。 

４. 米国からの外的脅威はＥＵの求心力を強める可能性があるが、ＥＵに懐疑的な極右・ポピュ

リスト政党を勢いづけ、遠心力が強まるリスクへの警戒も怠れない。議会選挙を控えるオラ

ンダでは自由党、フランス大統領選挙ではマリーヌ・ルペン候補が世論調査トップを走る。

しかし、政治体制や憲法が歯止めとなるため、オランダにおける自由党の政権参加、フラン

スにおけるルペン大統領の誕生イコールＥＵ離脱のドミノとはならない。 

５. ３月にＥＵ離脱手続きに進む英国のメイ政権にとってもトランプ政権との距離感は難しい。

ただでさえ不透明感の強い交渉の先行きは、ＥＵに懐疑的で、二国間交渉を重視するトラン

プ政権の誕生で、さらに混迷の様相を深めている。 
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（ トランプ政権発足から３週間。ＥＵでも波紋広がる ） 

米国のトランプ政権の発足から３週間が経った。この間、世界は矢継ぎ早の大統領令と、既存の価値

観や体制への挑戦を厭わないトランプ大統領の言動に大きく揺れた。 

欧州連合（ＥＵ）にも波紋が広がっている。昨年 11 月の大統領選挙結果判明後のレポートでは、ト

ランプ大統領の選出によって、ＥＵと米国の環大西洋貿易投資協定（ＴＴＩＰ）の行方が不透明化し、

米国、カナダ、欧州の２８カ国が加盟する北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）についての潜在的な不安、そ

してＥＵに懐疑的な極右・ポピュリスト政党を勢いづかせる間接的な影響を指摘した（注１）。 

（注１）Weekly エコノミスト・レター 2016-11-18「トランプ・ショックと欧州」をご参照下さい。 

 

（ ＴＴＩＰは棚上げ、ＮＡＴＯは時代遅れで不公平 ） 

実際に政権が発足してから、ＥＵと米国の環大西洋貿易投資協定（ＴＴＩＰ）について、トランプ政

権で国家通商会議のトップを務めるピーター・ナバロ氏が、１月３１日付のフィナンシャル・タイムス

（ＦＴ）紙のインタビューで、「ドイツが妥結の大きな障害の１つとなっており、協議は終わった」と

述べている。ＥＵ加盟国の間でも反発が強い協定でもあり、凍結となりそうだ。 

ＮＡＴＯに関しては、トランプ大統領の就任直前に行われたドイツの大衆紙「ビルト」と英国の「タ

イムズ」紙によるインタビューで「テロの脅威に対処できない」「時代遅れ」の枠組みであり、米国に

とって不公平と改めて批判した。 

実際、ＮＡＴＯ加盟国で軍事費ＧＤＰ比２％の目標を達成しているのは英国、ポーランドなどわずか

５カ国で、同３．６％の米国頼みがはっきりしている（図表１）。経費負担の公平化は、オバマ前大統

領の時代から求められていた。ＮＡＴＯの目標を割込む国々には負担増の圧力が掛かる。ロシア、中東・

アフリカなど境界を接する地域での地政学リスクの高まりやテロの脅威に対抗するためにも、欧州最強

の軍事力を誇る英国の離脱に備える面からも、ＥＵとしての安全保障政策の強化も、優先課題となって

いる。 

 

図表１ 北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）加盟国 

軍事費対ＧＤＰ比（16 年推定値） 

 

 (注) 2010年価格。軍を保有しないアイスランドは除く 

（資料)北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ） 

図表２ 世界の名目ＧＤＰに占める比重 

 

（注）対象年にＥＵ（92 年まではＥＣ）に加盟している

国のみを集計して算出 

（資料)欧州委員会統計局（eurostat） 

 

 

（ 批判の矛先はＥＵ、ユーロにも ） 

「ビルト」紙と「タイムズ」紙のインタビューではＥＵについても批判した。 

http://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=54373?site=nli
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トランプ大統領は、キャンペーン期間中から、イギリスのＥＵ離脱という選択を肯定してきたが、「英

国のＥＵ離脱は素晴らしい結果をもたらすだろう」として英国との早期の貿易協定の締結に意欲を示し

た。さらに、メルケル首相の難民政策を「破滅的な過ち」と表現し、難民問題がなければ、「英国が離

脱を選択することはなかっただろう」との見方を示した上で、難民の流入が続くならば、「その他の国

もＥＵを離脱することになるだろう」と述べ、「ＥＵはドイツのための乗り物」と切り捨てた。 

ＴＴＩＰやＮＡＴＯを巡るトランプ政権の発言は、おおむね想定の範囲内だが、ＥＵについて、トラ

ンプ大統領が「ドイツのための乗り物」とみなし、圏内の人の移動の自由というＥＵの基本原則を軽視

し、分裂しても構わない、という冷淡な態度を隠さないことに、米新政権への警戒感は一気に高まった。 

ユーロについても、国家通商会議トップのピーター・ナバロ氏は、先に紹介したＦＴ紙のインタビュ

ーで、単一通貨ユーロを「暗黙のドイツ・マルク」であり、「著しく過小評価されている」と批判して

いる。 

 

（ トランプ大統領のＥＵ懐疑の３要素：過剰な規制、人の移動の自由、ドイツのための乗り物 ） 

トランプ大統領のＥＵ懐疑には大きく３つの要素からなるように感じる。 

１つは、過剰な規制への嫌悪感だ。「ビルト」と「タイムズ」紙のインタビューや、１月２７日の米

英首脳会議後の記者会見では、トランプ大統領は、実業家としての欧州の過剰な規制に悩まされた経験

を語っている。トランプ氏は、ＥＵ法規制と欧州司法裁判所の管轄権から外れたいと望む英国の離脱派

の主張に共感を覚えているだろう。 

２つめは、人の移動の自由を原則とし、難民に寛容な立場をとるＥＵは、加盟国が自国に入国する人

を選択する権利を奪い、アイデンティティーを脅かしていると見ていることだ。トランプ大統領は、就

任後、メキシコとの壁の建設など不法移民対策の強化や、中東・アフリカの７か国からの入国を一時禁

止する大統領令に署名するなど、人の移動のコントロール強化には最優先で取り組んでいる。ただ、英

国がＥＵ離脱を選択するきっかけとなったのは、トランプ氏が指摘した「難民危機の対応」ではなく、

ポーランドなどＥＵに新規加盟した国々からの「ＥＵ市民の大量流入」にある。英国のメイ首相も、米

国の入国禁止令は「対立を生む間違った政策」と否定している。メイ首相には、トランプ大統領の保護

主義的な政策と、離脱によってむしろ開かれた国を目指す英国を同一視されることには抵抗があるだろ

う。 

３つめは、ＥＵとユーロからドイツが不当な利益を得ており、米国の国益を損なっていると感じてい

ることだ。グローバル化が進展した 80 年代以降、世界経済の勢力関係は大きく変わった。最大の変化

は改革開放政策によって「世界の工場」としての地位を築いた中国が世界第２位と経済に躍進し、米中

格差が大きく縮まったことだが、ＥＵの地域的な拡大も進んだ。（図表２）には、米国、ＥＵ、日本、

中国の名目ＧＤＰをドル換算して世界のＧＤＰに占めるシェアを示した。ＥＵという名称が使われるよ

うになったのは９３年１１月からだが、前身の欧州共同体（ＥＣ）の時代から、その時点で統合に参加

していた国のＧＤＰを集計した。南欧への拡大が実現する前の８０年時点では加盟国は創設メンバーの

６カ国に英国、アイルランド、デンマークを加えた９カ国だけだった。８０年代に民主主義体制に移行

した南欧の３カ国が加盟、９０年代には冷戦の終結によって中立国（スウェーデン、フィンランド、オ

ーストリア）が加盟した。さらに２００４年５月以降、中東欧など１３カ国が加盟し、２８カ国の巨大

市場となった。米国成長率は欧州よりもほぼ一貫して高いのだが、世界経済で同じ程度のプレゼンスを

保ってきたのは、新規加盟によってＥＵが拡大したからだ。米国から見れば、東西ドイツの統一と、中

東欧のＥＵ加盟で、ＥＵは「ドイツの乗り物」という様相を強めたのかもしれない。 

米国に対して多額の貿易黒字を計上し、かつ、経常黒字が巨額なドイツは、オバマ前政権下で為替操
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作の有無を判断する条件としていた、①対米貿易赤字 200 億ドル超、②経常収支黒字対名目ＧＤＰ比

３％超、③年間で名目ＧＤＰ比２％相当の外貨購入（ネット）という３つのうち、２つに抵触する「為

替監視対象国」だった（図表３）。為替介入による通貨安誘導は行っていないため、当時の定義では日

本同様に「為替操作国」とはならない。しかし、トランプ大統領が、日銀の資金供給を通貨安誘導と表

現したように、競争力の弱い国と単一通貨を共有することを為替操作と定義し、圧力を強めるのかもし

れない。 

 

図表３ 米国の為替監視（＊）リスト 

掲載国 

 
（*）２条件適合国。３条件適合の為替操作国は制裁対象と

なる 

(注)メキシコは対象外だが、参考のため欄外に掲載した 

（資料）米財務省「為替報告書」（2016年 10月） 

図表４ 米国の対内対外直接投資残高と 

輸出入の地域別構成比（2015年） 

 

（注）直接投資はＥＵ未加盟の欧州諸国も含む 

（資料）米国商務省統計 

 

 

（ 批判を受け入れないドイツ。それでも、ＥＵ・ユーロ分裂は米国の利益にはならない ） 

いずれにせよ、「ＥＵはドイツの乗り物」という表現には、ドイツが関税同盟と単一通貨ユーロによ

って強大化し、不当な利益を得ているとの受け止めが感じられる。 

しかし、ドイツは、米国の批判を受け入れそうにない。ドイツでは、特にドイツ連銀は、ドイツにと

って緩和的過ぎるＥＣＢの金融政策の結果としてユーロが割安になっていることに不満がある。巨額の

経常黒字についても、特に、ユーロ圏内の債務危機の後は、ユーロ圏内の不均衡を増幅しており、南欧

に緊縮を求めるばかりでなく、ドイツも内需を振興すべきと批判されてきた。しかし、経常黒字は競争

量の高さの表れであり、人口減少・高齢化への備えとしても必要と見るドイツが耳を傾けることはなく、

今日に至る。 

ドイツが軌道修正する見込みが低いからといって、ＥＵやユーロを分裂に追い込めば、米国が利益を

得ることにはならないだろう。ＥＵは、米国とほぼ同規模の、所得水準の高い市場であり、直接投資で

は米国向けの投資、米国からの対外直接投資の両面でＥＵ（欧州）の比重が過半を超え、輸出入の２割

をＥＵが占める（図表４）。米国の多国籍企業の欧州でも展開も財・サービス・資本・人の移動が自由

な単一市場の恩恵に浴している。 

トランプ大統領の判断は、直観に従うためか、いささか表面的で、波及的な効果には、目配りが行き

届いていない傾向を感じる。ＥＵの本格的な動揺は、米国経済にマイナスに働く。ユーロやＥＵを批判

すれば、却って為替はドル高・ユーロ安に動き、ドイツに対する不均衡の是正を阻害する。 

 

（ ＥＵ大統領は米新政権を外的脅威として結束を呼びかけ。求心力強まる期待も ） 

評価 億ドル 評価 ％ 評価 ％

日本 ○ 676 ○ 3.7 × 0.0

中国 ○ 3,561 × 2.4 × -5.1

韓国 ○ 302 ○ 7.9 × -1.8

台湾 × 136 ○ 14.8 ○ 2.5

ドイツ ○ 711 ○ 9.1 × -

スイス × 129 ○ 10.0 ○ 9.1

○ 626 × -2.9 × -2.2

対

象

国

メキシコ

対米貿易黒字 経常収支黒字 為替介入

年間名目ＧＤＰ２％

相当の外貨購入

（ネット）

名目ＧＤＰ

３％超
200億ドル超

政策評価

３条件
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２月３日にマルタで開催されたＥＵの非公式首脳会議ではトランプ政権の米国との関係が焦点とな

った。 

今回の会議は、本来、リビアから地中海をわたってイタリアに渡る不法移民対策と、ＥＵの法的基盤

となっているローマ条約の６０周年記念式典という節目を３月２５日に控え、ＥＵの将来について発す

るメッセージについて協議することが主な目的だった。 

その会議に先駆け、トゥスク常任議長（通称ＥＵ大統領）が加盟国首脳に送った書簡で、過去７０年

の外交政策に疑問を呈するトランプ政権を中国、ロシア、中東・北アフリカとともにＥＵにとっての「外

的脅威」と位置付けた。その上で、「ＥＵの崩壊は加盟国の主権の完全な回復につながるものではなく、

米国やロシア、中国といった超大国への事実上の従属につながることははっきりしている。結束してこ

そ我々は完全に独立していられる」と呼びかけた。 

トゥスク常任議長の主張は基本的に正しい。筆者も米国のＥＵへの冷淡な態度が、域内の結束を強め

る、つまり統合の遠心力よりは、求心力を強める可能性に期待したいと思っている。 

だが、客観的事実よりも、感情や個人的信念に訴えるものが世論形成により大きな影響を及ぼす「ポ

スト・トゥルース」の時代には、有権者の心に響き、受け入れられるかどうかが重要だ。難民危機やテ

ロでアイデンティティーの危機を感じる層や、長期失業で繁栄から取り残されていると感じる層には、

ＥＵ首脳会議に集う主流派の政治勢力の結束を呼び掛ける主張よりも、極右・ポピュリスト政党が提示

するＥＵやユーロからの離脱、国家主権の回復という選択肢の方が魅力的に映るかもしれない。 

 

（ 経済・雇用改善、難民流入鈍化でも続く極右・ポピュリスト政党への支持の広がりは遠心力 ） 

17 年には少なくともオランダ、フランス、ドイツで国政選挙が行なわれる。ＥＵに懐疑的な極右・ポ

ピュリスト政党がどこまで躍進するかは、現状に強い不満を抱き、多少の混乱が生じたとしても、別の

選択肢を試したいという有権者が、どの位の割合を占めるかによる。 

ＥＵにおける極右・ポピュリストの躍進は世界経済にとって望ましくないという立場にとっての安心

材料は、ユーロ圏の経済は、方向として改善が続き、足もと上向いていることだ（図表５）。ドイツと

オランダで世論への影響度が大きい難民流入の勢いも鈍化している（図表６）。 

 

図表５ ユーロ圏主要国の実質ＧＤＰ 

 

（資料)欧州委員会統計局（eurostat） 

図表６ ＥＵへの難民申請者数の推移 

 

（資料）欧州委員会統計局（eurostat）  

 

しかし、ＥＵ統合を支えてきた中道政党への支持が反転する兆しはなく、逆に、トランプ政権の矢継

ぎ早の保護主義的政策で極右・ポピュリスト政党が勢い付き、統合の遠心力が一段と強まるリスクへの

警戒も怠れない。 
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（ オランダでは自由党が支持率１位、フランス大統領選ではルペン氏がトップを走る ） 

３月１５日に議会選挙を予定するオランダでは自由党が第１党の地位を保つ。自由党による単独政権

の樹立には至らないにせよ、政権入りの可能性は考慮せざるを得なくなっている。自由党が政権政党に

なったとしても、主流派との連立という形であれば、ＥＵ離脱を国民投票で問い、かつ、それを実行に

移すということはないだろう。 

４月２３日に第１回投票を予定するフランスの大統領選挙も、ここまで「想定外」続きだ。右派の統

一候補としてフィヨン元首相が選出されたのも「想定外」だったが、選出後は最有力候補として期待さ

れていたフィヨン氏に政治資金不正疑惑が発覚し、立候補の取り下げを余儀なくされる可能性が浮上し

たことも「想定外」だ。さらに、左派の候補としてバルス前首相ではなく、アモン前国民教育相が選出

されたのも「想定外」と言えるだろう。アモン氏は、中道色を強めてきた社会党の中で、左派的傾向が

強い。社会保障制度を見直し、18 歳以上の全国民を対象に日本円で毎月９万円相当を支給する「ベーシ

ック・インカム」の導入を提唱していることでも注目を集めている。 

フランス大統領選挙の世論調査では、極右の国民戦線のマリーヌ・ルペン候補がトップを走り、アモ

ン氏の伸び悩み、フィヨン氏の失速で、エマニュエル・マクロン元経済・産業・デジタル相が第２位に

つける。マクロン氏は、昨年 4 月に「右派でも左派でもない政治運動」として「前進！」を立ち上げ、

８月に閣僚を辞任、秋には大統領選挙に独立系候補として立候補する方針を表明していた。右派と左派

の双方から支持を集めており、アモン氏の支持を表明していないオランド大統領もマクロン氏を支持し

ているとの見方がある。 

これまで、フランスの大統領選挙の結果について、「ルペン候補は確実に決戦投票に残るが、決戦投

票では、極右の大統領を阻止するため、左派と右派が選挙協力をして、残った候補の支持に回るので、

ルペン候補は勝てない」という見方で一致してきた。ところが、二大政党制のフランスの大統領選挙で、

二大政党の候補がどちらも決選投票に残れないとなれば、やはり「想定外」と言わざるを得ない。 

仮に、ルペン対マクロンという決戦投票の組み合わせとなった場合、世論調査に基づけば６対４でマ

クロン氏が勝利する。右派でも左派でもないマクロン候補であれば、独立系でも、ある程度、二大政党

の支持者の受け皿となり得ると見て良いのかもしれない。 

しかし、ルペン候補は、先代の党首である父親の時代の「極右」のイメージ払しょくに務め、社会保

障の充実、雇用・社会保障のフランス人優先を掲げる。「極右の候補だから」ルペン氏に投票するので

はなく、「繁栄から取り残された人々に目を向けてくれる候補だから」という理由でルペン氏に票を投

じる人々が「想定を超える」可能性は、やはり捨てきれない。世論調査も間違うというのが、英米の波

乱の結果からの教訓だ。 

ルペン氏は、２月５日に公表した大統領選挙の１４４にわたる公約のトップに「ＥＵとの間で加盟条

件について協議し、ＥＵ離脱の是非を問う国民投票を行なう」を据えた。英国のキャメロン前首相が１

５年の総選挙時に掲げたのと同じ公約だ。ただ、フランスで、ＥＵ離脱の国民投票という公約を実行に

移すには、憲法の改正が必要であり、そのためには憲法改正案が上下両院で可決されなければならない。

国民議会（下院）選挙は、大統領選挙後の６月に実施されるが、国民戦線が過半数を獲得する可能性は

「ゼロ」といって良い。任期６年、３年ごとに国会議員、地方議会議員等による間接選挙で半数を改選

する元老院（上院）で勢力図が大きく変わるまでには時間が掛かる。ルペン大統領が誕生した場合、市

場は激しく反応する可能性はあるが、ただちにＥＵ分裂につながる訳ではない。 

オランダにおける自由党の政権参加、フランスにおけるルペン大統領の誕生、イコールＥＵ離脱のド

ミノとはならない。トランプ大統領の米国と同じく、政治制度や憲法は、成熟した民主主義国家である
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オランダやフランスにおいても、一定の歯止めとしての役割を果たすことになる。 

 

（ 米新政権との関係はＥＵを離脱する英国にとり諸刃の剣という面も ） 

ＥＵ離脱手続きに進む英国のメイ政権にとってもトランプ政権との距離感は難しい。 

英国は、伝統的に言語、法体系を共有する米国との「特別な関係」を重視してきたが、ＥＵ離脱の本

格的な交渉を前に、その重要性は増している。１月２６日にＥＵからの離脱意思の通告のための法案を

議会に提出、２月２日に英国のＥＵ離脱とＥＵとの新たなパートナーシップ」と題する白書を公表し、

８日には下院で法案を可決した。今後、上院で審議、承認を経て、３月９～１０日の次回ＥＵ首脳会議

での、原則２年の離脱協議の起点となる通告を目指す（図表７）。 

メイ首相は「ＥＵ」と「単一市場」だけでなく、ＥＵの「関税同盟」からも離脱する方針であり（注２）、

そのコストを埋め合わせるために、域外とのＦＴＡを早い段階で締結する必要がある。とりわけ、現在、

ＥＵとの間で、ＦＴＡを締結していない米国、中国との関係強化は重要だ。オバマ前大統領は、通商交

渉において大市場を優先する立場から、国民投票前に、離脱した場合、英国は米国の通商協議の最後列

に並ぶことになるとして、離脱派を牽制した。しかし、トランプ大統領の米国は、英国のＥＵ離脱を支

持し、米英ＦＴＡ交渉に積極的な立場に転じ、先述のとおり、ＥＵとのＴＴＩＰは棚上げした。 

ＥＵに懐疑的立場をとる米国の新政権の英国のＥＵ離脱支持は諸刃の剣でもある。そもそも、英国は、

ＥＵを正式に離脱するまではＥＵの関税同盟の一員であり、独自にＦＴＡを締結することはできない。

米英首脳会談で、この問題に踏み込み過ぎれば、ＥＵ側の警戒感を高め、ＥＵとの間で離脱までに大枠

合意を目指す包括的ＦＴＡの協議に悪い影響を及ぼすおそれがあった。英国の輸出入両面でのＥＵへの

依存度は米国向けを遙かに上回る。米国とのＦＴＡだけでは、メイ首相が「崖っぷち」と表現した包括

的なＦＴＡへの円滑な移行の見通しを欠いたまま離脱することになった場合のショックを吸収するこ

とはできない。 

 

図表７ 英国政府が想定するＥＵ離脱スケジュール 

 

（資料）メイ首相の17年1月17日演説などから筆者作成 

 

米英間の国力の差を考えると、ＦＴＡが英国に有利な条件での協定となるかも定かではない。トラン

プ大統領が、二国間の交渉を好むのは、国力の差から、米国にとって有利な条件を得られると信じてい

るからだろう。ＥＵから離脱し、英国にとって不利な条件で、米国、あるいは中国とＦＴＡを締結する

ことになれば、離脱のコストを痛感することになり兼ねない。 

初の米英首脳会議の記者会見では、メイ首相は、「アメリカの属国化」、あるいは、「反ＥＵ」という

レッテルを貼られないよう配慮したという印象を持った。トランプ大統領との友好ムードを醸し出しな
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がらも、ＮＡＴＯについて、トランプ大統領から「100％支持する」との言質を得たと強調した。ロシ

アの制裁解除は、「ミンスク合意（ロシア、ウクライナ、ドイツ、フランスの 4 首脳によるウクライナ

東部の停戦に関する合意）の完全実施が条件」という英国の立場を明確にし、トランプ政権を牽制した。 

しかし、米国とＥＵとの橋渡しをしようというメイ首相に対して、ＥＵ首脳たちの反応は冷ややかで、

英国内でも、米英首脳会談直後に、７カ国からの入国の一時禁止措置を導入したトランプ大統領を、国

賓として年内の公式訪問するよう招待した判断を、拙速過ぎるとの反発が広がる。 

ただでさえ不透明感の強いＥＵ離脱交渉の先行きは、ＥＵに懐疑的で、二国間交渉を重視するトラン

プ政権の誕生で、さらに混迷の様相を深めている。 

（注２）メイ首相が示したＥＵ離脱戦略については Weekly エコノミスト・レター 2017-1-20「メイ首相が目指すのは

ハードな離脱なのか？」をご参照下さい。 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情

報提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものでもありません。 
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